
公文書の適正な管理を確保するための取組～公文書管理のあり方検討委員会報告書の概要～ 

問題認識 

１ 国等における公文書管理をめぐる事案の発生を受け、情報公開や説明責

任の前提となる公文書管理には厳しい目が向けられている。 

２ 兵庫県の公文書管理制度は、長期にわたって見直しがなされておらず、

紙文書による事務処理が多い一方、文書管理システム以外のシステムによ

る電子的な事務処理も増加していること、国における公文書管理法の制定

など、公文書管理をめぐる環境の変化への対応が必要になっている。 

見直しの考え方 

今後も適正な公文書管理を持続していくことができるような公文書管理制

度を構築する。 

１ 国の制度を参考にし、兵庫県としての統一規範を定める。 

２ 各実施機関の独自性、紙文書や電子システムによる事務処理が混在して

いる本県における事務処理の現状、公文書館機能の現状に即したものとす

る。 

取組方針 

１ 兵庫県の公文書管理制度について定める統一的な規範として公文書の管

理に関する条例を制定する。 

２ 条例に基づき、現に公文書管理の実務を行っている 15の実施機関が、公

文書管理規則を定める。 

３ 事務の電子化・保存文書の電子化の推進及び公文書館機能のあり方検討

については、条例制定後も継続して取り組む。 

 

本県の公文書管理に関する制度と実務の課題 

１ 制度上の課題 

(1) 公文書管理に関する県の統一的な規範がない。 

○15 実施機関でそれぞれ文書管理規則等のルールを設定 

○14 実施機関は、知事の文書管理規則を参考にしており、結果的に概ね統一性のある状態 

(2) 文書管理規則等の内容も見直しの余地あり 

ア 文書の作成 

意思決定過程を示す文書の作成義務なし（協議資料、会議録等事実上作成されている。） 

イ 分類・整理 

公文書の分類ルールが不明確 

紙文書・各種システムによる文書作成が雑多に混在する状況に対応できていない。 

ウ 保存期間の設定 

設定基準はあるものの、各課室における基準の統一的な解釈運用を確保する仕組みがない。 

エ 保存期間満了後の措置 

13 実施機関においては、歴史文書を公館長に引き継ぐ旨の定めあり。 

引継文書の選別基準の統一的な解釈運用を確保する仕組みがない。 

オ 適正管理の推進体制 

(ｱ) 各課室の状況把握、是正指導、ルールの見直し等、実施機関全体における適正管理の推

進体制なし 

(ｲ) 外部有識者の知見を活用する仕組みなし 

２ 実務上の課題 

(1) 保有文書情報の公表が不十分 

ア 文書管理システムに登録された文書については、公文書目録検索システムによ

り表題を公表している。 

イ 文書管理システムによらない紙文書・電子文書については、体系的な保有文書

情報を提供できていない（上記１(2)イ）。 

(2) 文書事務の電子化・保存文書の電子化の推進 

紙文書による事務（会議・協議、報告・相談、決裁・供覧等）が多いが、個別の

事務でのシステム導入も進んでおり、事務手続・保存媒体とも、紙と電子が混在 

(3) 公文書館機能 

公館県政資料館の活動状況は、歴史文書の引継実績、利用実績等、全般に低調 

取組 

１ 条例の制定(９月議会に提案 令和２年４月１日施行) 

兵庫県の公文書管理制度に係る統一的な規範として、公文

書の管理に関する条例を制定する。 

(1) 文書の作成から廃棄等までの基本的ルールを規定 

(2) 知事は、(1)の適正実施を確保するため、公文書管理委

員会の意見を聴いて公文書適正管理指針を策定 

(3) 実施機関は、実施機関における(1)の適正実施を確保す

るため、(2)の指針を参酌して公文書管理規則を整備 

(4) 有識者で構成する公文書管理委員会を設置 

 

２ 指針の策定及び規則の整備 

(1) 公文書適正管理指針の策定（令和元年 12 月目途） 

ア 文書作成指針、公文書の分類基準、保存期間基準、歴

史文書の選別基準等の設定指針など、実施機関の公文書

管理規則のレベルで対応すべき課題について指針を示

す。 

イ 公文書管理員会の意見を聴いて定める。 

(2) 公文書管理規則の整備（令和元年度内） 

(1)を参酌し、15 の各実施機関において、公文書管理規

則を制定（現行文書管理規則等の改正又は新規制定で対

応） 

 

３ その他の課題への取組 

(1) 文書事務の電子化・保存文書の電子化の推進 

働き方改革・庁舎再編の検討状況、システムの整備状況

等と合わせて検討 

(2) 公文書館機能のあり方の検討 

再編後の庁舎における公文書館機能（現公館）・県民情

報センター機能（現県民会館）の位置づけ（整備内容、体

制等）の検討 

 

【参考】国の文書管理制度 

【公文書等の管理に関する法律】 

文書 

管理 

行政文書の管理 

第２章（４条－10 条） 

○文書の作成 

○行政文書の整理・保存 

○行政文書の移管・廃棄 等 

 

 

 

 

法人文書の管理 

第３章（11 条－13 条） 

○適正管理の原則 等 

  

 

 

 

 

 

 

歴史公文書等の保存利用等 

第４章（14 条－27 条） 

○特定歴史公文書等の保存 

○特定歴史公文書等の利用請

求・利用請求への対応 

○審査請求・公文書管理委員会

への諮問 等 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

【ポイント】 

① 統一的な管理ルールを法令で規定 

文書の作成基準、保存期間基準等、各行政機関に共通のルールを定め、具体的なルールにつ

いては、各行政機関の行政文書管理規則で定める。 

② レコードスケジュールの導入 

文書を作成すべき事務の類型ごとに、作成すべき文書、保存期間、保存期間満了後の措置（移

管又は廃棄）の基準を定める。 

③ コンプライアンスの確保 

ア 各行政機関における行政文書の管理状況を内閣総理大臣に報告する。 

イ 内閣総理大臣は、行政機関に対し報告を求め、実地調査等を行い、必要があるときは、改

善勧告を行う。 

④ 外部有識者の知見の活用 

公文書管理委員会を設置する。 

 

法人文書管理規則 

（各法人規則） 

行政文書管理規則 

（各省庁訓令等） 

利用等規則 

(国立公文書館規則等) 

公文書管理委員会の意見 

内閣総理大臣の同意 

公表 
 

 公表 

 
内閣総理大臣の同意 

公表 
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